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情報・システム研究機構職員再雇用規程 

 

                                平成１６年４月１日 

                                制       定 

最近改正 令和２年４月１日 

（趣旨） 

第１条 情報・システム研究機構職員就業規則（以下「就業規則」という。）第２２条に基づく職

員の再雇用については，この規程に定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 再雇用の対象となる者は，再雇用する事業年度（４月１日から翌年の３月３１日までの一

事業年度をいう。以下同じ。）の前事業年度に定年退職した者及び再雇用する事業年度の前事業

年度に再雇用されていた者とする。ただし，情報・システム研究機構研究教育職員の就業の特例

に関する規程第２条に定める研究教育職員は除くものとする。 

 （再雇用の申出） 

第３条 再雇用を希望する者は，定年退職日の９ヶ月前までに所属の長に申出るものとする。 

（採用） 

第４条 この規程に基づき再雇用する職員（以下「再雇用職員」という。）の採用は，選考による

ものとする。 

２ 本部及び各研究所は，再雇用職員候補者を選考した場合には，所属，職名，選考理由及び職務

内容を明記し，再雇用職員候補者の人事記録を添え，機構長に推薦するものとする。 

３ 機構長は，再雇用職員候補者について「継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準に関

する労使協定書」（以下「労使協定書」という）第２条に定める基準に基づき審査し，選考の結

果を，当該者の定年退職予定日の３ヶ月前までに，再雇用職員候補者及び本部で採用する場合

にあっては事務局長，研究所で採用する場合にあっては研究所長に通知するものとする。 

４ 平成２５年４月１日以降，職員が定年後も引き続き継続雇用を希望し，就業規則に定める解

雇事由又は退職事由に該当しない者であって，高年齢者雇用安定法一部改正附則第３条に基づ

きなお効力を有することとされる改正前の高年齢者雇用安定法第９条２項に基づく労使協定の

定めるところにより，次項各号に掲げる基準（以下「基準」という）のいずれにも該当する者

については，６５歳まで雇用し，基準のいずれかを満たさない者については，基準の適用年齢

まで継続雇用する。 

５ 職員の再雇用に関する基準は労使協定書第２条に定める次の各号によるものとする。 

 一 機構を定年退職後又は再雇用期間満了後も引き続き勤務を希望していること。 

 二 過去に減給以上の懲戒処分を受けていないこと。 

 三 定年退職前３年間又は再雇用期間における勤務成績が良好であり，欠勤及び病気休暇等を

除いた出勤率が８０％以上であること。 

 四 定期健康診断等の結果，産業医が再雇用する上で支障がないと判断していること。 

 五 機構（大学共同利用機関法人に関する省令の施行日前の国立極地研究所，国立情報学研究

所（学術情報センターを含む。），統計数理研究所及び国立遺伝学研究所に在職していた期間

を含む。）の勤続年数が１０年以上の者 

 六 定年退職日における職務の級が一般職（一）３級以上の級が適用されていた者であること。 

 七 前６号に定めるもののほか，特定の分野について特に高度の専門的な知識，経験，技術，

技能，資格のいずれかを有する者であること。 

６ 前項の基準を適用することが可能な年齢は，生年月日に応じて定める次表右欄の年齢とする。 
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生年月日による区分 基準適用可能年齢 

昭和 28 年 4 月 2日～昭和 30 年 4 月 1日までに生まれた者 ６１歳 

昭和 30 年 4 月 2日～昭和 32 年 4 月 1日までに生まれた者 ６２歳 

昭和 32 年 4 月 2日～昭和 34 年 4 月 1日までに生まれた者 ６３歳 

昭和 34 年 4 月 2日～昭和 36 年 4 月 1日までに生まれた者 ６４歳 

（任期） 

第５条 再雇用職員の任期は，一の事業年度を超えない範囲内で定めるものとする。 

（任期中の中途解約） 

第５条の２ 再雇用職員が次の各号のいずれかに該当する場合には，契約期間中であっても雇用

契約を中途解約することがある。 

 一 精神又は身体の故障により，業務の遂行に堪えないと認められたとき 

 二 職務遂行能力，勤務成績が著しく劣り，又は業務に怠慢で向上の見込みがないと認められ

たとき 

 三 勤務態度が不良で注意しても改善しないとき 

 四 協調性を欠き，他の職員の業務遂行に悪影響を及ぼすとき 

 五 就業規則第４２条の懲戒事由に該当するとき 

 六 事業の縮小・廃止その他機構の経営上やむを得ない事由のあるとき 

 七 その他各号に準ずるやむを得ない事由のあるとき 

（任期の更新） 

第６条 再雇用職員の任期の更新は，更新直前の期間においても第４条の規定を満たし，勤務実

績が良好である場合に限り，一の事業年度を超えない範囲内で行うことができるものとする。 

（再雇用の上限年齢） 

第７条 再雇用できる上限の年齢は，次の表のとおりとし，任期の末日は，上限年齢に達する日以

後における最初の３月３１日とする。 

期      間 上限年齢

平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日 ６２歳 

平成１９年４月１日～平成２２年３月３１日 ６３歳 

平成２２年４月１日～平成２５年３月３１日 ６４歳 

平成２５年４月１日以降 ６５歳 

 （勤務形態） 

第８条 再雇用職員の勤務形態は，１週間当たり３８時間４５分の勤務（以下「フルタイム勤務」

という。） 又は１週間あたり１５時間３０分から３１時間の範囲内での勤務（以下「短時間勤務」

という。）とする。 

２ フルタイム勤務職員の１週間の勤務日数は５日とし，土曜日及び日曜日を休日とする。 

３ 短時間勤務職員の１週間の勤務日数は２日，３日又は４日とし，土曜日及び日曜日に加えて，

月曜日から金曜日までの５日間において，休日を設けることができるものとする。 

（年次有給休暇） 

第９条 再雇用職員の年次有給休暇は，一の事業年度ごとにおける休暇とし，その日数は，一の事

業年度において，１週間の勤務日数ごとに別表第１のとおりとする。 

２ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものは除く。）は，定年退職者又は再雇用の

任期が更新された職員においては，定年退職日前に付与されていた年次有給休暇又は前事業年度

に付与された年次有給休暇の２０日を超えない範囲内の残日数及び残時間数を限度として，当該

事業年度の翌事業年度に繰り越すことができる。 

（給与） 
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第１０条 再雇用職員に支給する基本給月額は，別表第２のとおりとする。ただし，短時間勤務職

員の基本給月額は，別表第２の基本給月額に短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間を３８．

７５で除して得た数を乗じて得た額とする。 

２ 再雇用職員に支給する諸手当は，支給基準を満たす場合に支給することができる。ただし，初

任給調整手当，扶養手当，住居手当及び特地勤務手当は，支給しない。 

３ 期末・勤勉手当の期別支給割合は，別表第３のとおりとし，専門職員の役職段階別加算割合は，

１００分の１０とする。 

（退職手当） 

第１１条 再雇用職員には，退職手当は支給しない。 

（規則の準用） 

第１２条 再雇用職員に，「就業規則」第２章任免第８節退職後の責務第２５条，第２６条，第４

章服務第２８条から第３６条まで，第８章懲戒等第４０条から第４３条まで，第９章安全及び衛

生第４４条，第１０章女性第４５条から第４８条まで，第１１章出張第４９条，第５０条，第１

２章災害補償第５１条の規定，「情報・システム研究機構に勤務する職員の勤務時間，休暇等に

関する規程」第２章勤務時間，休日第４条から第１１条，第３章勤務しないことの承認第１２条，

第４章勤務時間の特例第１３条から第１５条まで，第５章休暇第１６条から第２３条まで，「情

報・システム研究機構職員給与規程」第１章総則第１条から第９条まで，「情報・システム研究

機構職員の育児休業に関する規程」及び「情報・システム研究機構職員の介護休業に関する規程」

の規定を準用する。この場合において，情報・システム研究機構に勤務する職員の勤務時間，休

暇等に関する規程」第５章休暇第１７条中「一の年（１月１日からその年の１２月３１日までの

一暦年をいう。以下同じ。）」とあるのは，「一の事業年度（４月１日から翌年の３月３１日まで

をいう。以下同じ。）」と読み替えて準用するものとする。 

（雑則） 

第１３条 この規程に定めるもののほか，必要な事項は機構長が別に定める。 

 

附 則 

この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は，平成１７年１２月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は，平成１８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は，平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この規程は，平成２１年６月１日から施行する。 

２ 平成２１年６月期に限り，第１０条第３項で定める割合は，附則別表第１のとおりとする。 

   附 則 

 この規程は，平成２１年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は，平成２２年１２月１日から施行する。 

   附 則 
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 この規程は，平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成２６年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２８年２月１日から施行する。 

 附 則 

 この規程は、平成２８年１２月１日から施行する。 

附 則 

１ この規程は，平成２９年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年１２月期に限り，第１０条第３項で定める割合は，附則別表第２のとおりとする。 

   附 則 

１ この規程は，平成３０年１月２６日から施行し，平成２９年１２月１日から適用する。 

２ 平成２９年１２月期に限り，第１０条第３項で定める割合は，附則別表第３のとおりとする。 

   附 則 

１ この規程は，平成３０年１２月１３日から施行し，平成３０年１２月１日から適用する。 

２ 平成３０年１２月期に限り，第１０条第３項で定める割合は，附則別表第４のとおりとする。 

附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

 

 

附則別表第１ 

 

手 当 支給期 支給割合 

期末手当 ６月期 ０．７０ 

勤勉手当 ６月期 ０．３０ 

 

附則別表第２ 

手 当 支給期 支給割合 

期末手当 １２月期 ０．８０ 

勤勉手当 １２月期 （勤務成績が優秀な職員）  ０．４４５以上

（勤務成績が良好な職員）  ０．４１ 

（勤務成績が良好でない職員）０．４１未満 

 

附則別表第３ 
手 当 支給期 支給割合 

期末手当 １２月期 ０．８０ 

勤勉手当 １２月期 （勤務成績が優秀な職員）  ０．４７以上 

（勤務成績が良好な職員）  ０．４３５ 

（勤務成績が良好でない職員）０．４３５未満
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附則別表第４ 

手 当 支給期 支給割合 

期末手当 １２月期 ０．８０ 

勤勉手当 １２月期 （勤務成績が優秀な職員）  ０．４９５以上

（勤務成績が良好な職員）  ０．４６ 

（勤務成績が良好でない職員）０．４６未満 
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別表第１ 
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別表第２ 

職種及び職務 基本給月額 

事務，図書及び技術職員 専門職員 255,200 円 

係  員 215,200 円 

 

 

別表第３ 

手 当 支給期 支給割合 

期末手当 ６月期 ０．７２５ 

１２月期 ０．７２５ 

勤勉手当 ６月期 （勤務成績が優秀な職員）  ０．４７以上 

（勤務成績が良好な職員）  ０．４３５ 

（勤務成績が良好でない職員）０．４３５未満

１２月期 （勤務成績が優秀な職員）  ０．４７以上 

（勤務成績が良好な職員）  ０．４３５ 

（勤務成績が良好でない職員）０．４３５未満

 


